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。議案補充説明

議案第198号 工事請負契約の変更について

工事名 消防救急デジタル無線（共通波）整備工事

施工場所 津市広明町13番地他45箇所

変更前 1,944, 600, 000円（消費税含む）
契約金額

変更後 1,940, 017, 800円（消費税含む）

請負者 名古屋市中区錦一丁目17-1

住所氏名 日本電気株式会社東海支社支社長中村寿文

契約工期
変更無し
平成24年12月19日から平成27年3月138

工事内容
緊急消防援助隊の活動時や消防本部の相互応援時に使用する消防救急無線（共通波）の整

備を行う。

工事変更の内容
工事進捗に伴い設計の一部変更を行う。

幽県防災行政無線中継所の震源設備の利用（1箇所）等に伴う減額
岡空中線（アンテナ）の離隔を確保するための鉄塔（2箇所）の嵩よげ改造等に伴う増額

契約方法 髄意契約
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消防救急デジタル無線（共通波）整備工事変更概要

全国の消防本部が使用している消防救急無線は、電波関係法令の改正により

平成 28年5月31日までにデ、ジタル化することが求められています。

三重県では、三重県消防救急無線デジタル広域化整備計画（平成 19年 3月）

に基づき、緊急消防援助隊の活動時や消防本部の相互応援時に調整本部や消防

本部が使用する消防救急、無線（共通波）について、県防災行政無線設備を活用

して、県域一体で整備を行っています。

平成24年度から進めている本工事は、今年度が最終年度となりますが、工

事進捗に伴い設計の一部を変更する必要が生じておりますので、今回、契約変

更を行うものです。

契約変更の概要

①県防災行政無線中継所の電源設備の利用（ 1箇所）

直流電源装置の設置を予定していた浅間（せんげん）中継所において、

無線機器の詳細仕様の確定に合わせ電源設備の再検討を行ったところ、

隣接する県防災行政無線中継所の直流電源装置の利用が可能であった

ことから、直流電源を変更します。

②資材運搬方法をモノレールからヘリコプターに変更（ 1箇所）

紀宝中継所の工事用資材の搬送にモノレールを仮設する計爾でした

が、現地の詳細調査を行ったところ、ヘリコプターを使用した方が安価

に搬送可能でしたので、ヘリコプターを使用することとします。

③回線構成の見直しにより中継箇所を3筒所減

通信事業者のサービスを参考に回線構成の見直しを行ったところ、予

定していた中継箇所を経由せずに回線を構成することが可能であった

ことから、中継箇所を3箇所（鈴鹿庁舎、桑名庁舎、四日市庁舎）減ら

します。
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④空中線（アンテナ）の離稿を確保するための鉄塔（2箇所）の嵩上げ

改造

南勢中継所及び名倉中継所において、既設の鉄塔では新設空中線と既設

空中線の離隔が十分に取れず互いの電波が影響を与え合うと判明したこ

とから、空中線の離隔を確保するため、鉄塔の嵩上げ改造を行し、ます。

⑤電波の漏れ出しを減らすための空中線型式冒数量変更

電波シミュレーションを基に総務省東海総合通信局と協議したところ、

他県への電波の漏れ出しを減らすよう指示されたため、その対応に合わせ

て、空中線の型式・数量を変更します。（ 2 1基地局中 17基地局を変更

します）

⑥半固定無線機の一部を卓上型から可搬型へ変更

県内消防本部に設置する半閲定無線機を卓上型としていましたが、現場

での消防カの強靭化を図るため、一部を現場で、の使用が容易な可搬型に変

更します。（47台中 24台を可搬型とします）

⑦閏定無線局用銀管柱（ 1本）の追加

大台町宮川支所に設置する固定無線局について、空中線を取り付ける計

画の既設柱の詳細調査を行ったところ、取り付けるための強度が不足する

ことが判明したことから、新たな鋼管柱を 1本設置します。
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。所管事項説明

1 「三重県新風水害対策行動計画（仮称）Jの策定状況について

1 策定状況

「三重県新風水害対策行動計画（仮称）」は、台風の大型化や局地的大雨の

頻発など、近年、急速に激化の様相を見せ対応の厳しさを増している風水害に

対して万全の備えを進めるため、今後の本県の風水害対策の方向性と道筋を示

す計爾です。

これまで、庁内検討のほか、学識経験者等で構成される専門部会での議論、

市町・消防本部との意見交換を実施するなど検討を重ねているところです。

このたび、現在の策定状況について、 「素案」としてとりまとめを行いまし

た。

2 計画素案の概要（別冊1、資料1～3)

第1章 計画策定の背景～近年の災害事停ljと国 E 県の取組～

〔第 1章では計画策定の背景として近年の気象概況や災害事例ルる1
ともに、国及び県におけるこれまでの対策等について整理しています。 J 

第2章 計画策定の背景～近年の災害事例から見えてきた課題～

（ 第2章では第 1章で述べた紀伊半島大水害や平成2問月豪雨等「

りもたらされた災害事例の検証を通じて、見えてきた課題を整理しています1

第3章計画の基本的な考え方

策…一常一一一ーを述；

［知章では一間的の削地震一一一

べるとともに、それぞれの取組主体に期待される役割を整理しています。

第4章計画の基本事項

「第4章では、計爾の位置づけ、 「三重県新地震・津波対策行動計画」との1
｜関係、について述べるとともに、対策の全体像を示しています。 ｜ 

第5章課題解決に向けた重点的取組

第 5章では、第2章でまとめた近年の災害事例から見えてきた課題の解決

に向け、計画期間中に特に注力すべき対策を「重点的取組」として設定し、

対策の重要性を述べるとともに、必要となる行動項目を「重点行動項目Jと

して示しています。
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第6章行動計商

を「災害［ 復興対策Jの時閑軸に沿つて示しています。

3 今後の進め方

今後、平成26年12月に開催を予定している専門部会や三重県防災対策会議を

経て、中間案としてのとりまとめを行った後、同案に対して、市町や関係機関

に対する意見照会、パブリックコメントによる意見募集を実施するなど、さら

なる意見聴取に努めていきます。

また、コラムや有識者インタビュー記事、写真の挿入など、誌面のさらなる

充実も図っていきます。

これらの作業を通じて、平成27年 3月の公表をめざします。
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三重県新風水害対策行動計画〈仮称〉の構成案について（1/4) 資料1

第1章 計画策定の背景～近年の災害事例と国・県の取組～

第1章では、計画策定の背景として、近年の気象概況や災害事例を述べるとと
ちに、国及び県におけるこれまでの対策等について整理する。

1 近年の災害事倒とその傾向 ．． 
( 1）近年の気象概況

①平成26年8月豪雨の発生
広島市で大規模土砂災害が発生。三重県では初の大雨特別警報が発表。

②台風の発生傾向～巨大化する台風～
台風の勢力が強くなる傾向。台風の発生が深刻な状況となりつつある。

③大雨の発生傾向～極端な降雨が全国各地で頻発～

大雨の観測回数が増加。各地で、観測史上最多の降水量を記録。

④竜巻や大雪などの発生状況
竜巻の発生が多く報告。その突発性と危険性が注目される。

平成26年2月に太平洋側で大雪。三重県南部に初めてとなる大雪警報が発表。

(2）近年の災害事例

①台風に伴う大雨などによる災害事例～被害が甚大化する傾向～

洪水被害は、被害面積あたりの被害額が増加傾向。

土砂災害の発生は増加傾向。最近10年間の発生件数は、 30年前の10年間と比較し
て、約1.5倍に増加。

平成16年台風第21号では、死者・行方不明者10人、 6,246世帯の住家被害が発生。

平成23年紀伊半島大水害では、死者・行方不明者3人、 2,763棟の住家被害が発生。

②竜巻、大雪などによる災害事例
本県では、竜巻や大雪によって深刻な人的被害が発生した事例はまだ、ないものの、

竜巻は沿岸部・内陸部を問わず県内各地で発生。
また、平成26年2月の大雪では、帰宅困難など生活支障が発生。

2 国の風水害対策の取組 ．．

( 1 ）災害対策法制の見直し
伊勢湾台風を契機に災害対策基本法を制定。東日本大震災の発生を受けて法改正。
平成11年広島豪雨災害を契機に土砂災害防止法を制定。平成26年広島土砂災害

の発生を受けて法改正。 等

(2）新たな防災気象情報の提供
平成16年に相次いだ豪雨災害を受けて、 土砂災害警戒情報、大雨警報・注意報等の

市町村単位での提供を開始。

紀伊半島大水害を受けて、特別警報の提供を開始。 等

(3）国における対策検討と打ち出された方針
国土交通省においてタイムライン策定に向けた検討に着手（H26.1～）。

内閣府が「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインJを改定（H26.9）。等

3 一三重県の風＊害対策の取組

( 1 ）三重風水害等対策アクションプログラムの推進
10本の施策の柱を掲げ、対策を推進（平成22年度～26年度）。

(2）紀伊半島大水害の発生をふまえた県災害対策本部体制などの見直し
県災害対策本部体制の見直し、派遣班の創設と市町への支援、総合防災訓練の見直し

（住民参画）。 等

(3）三重県地域防災計画（風水害等対策編）の見直し

本計画の策定と合わせ、 タイムラインの考え方を取り入れた「台風接近時の減災対策Jを
新たに盛り込むなど、平成26年度に見直しを実施。

第2章 計画策定の背景～近年の災害事例から見えてきた課題～

第2章では、前章で述べた、紀伊半島大水害や平成26年8月豪雨等によりち
たらされた災害事例の検証を通じて、男えてきた課題を整理する。

1一 平成23年紀伊半島大水害の検証 ． 
当時の行政（県）の対応について検証。

（活動体制）
災害対応体制へ移行するための基準などが明確でなく、結果として、日常の業務体制から非日

常の災害対応体制への切り替えが徹底できなかった。
通常の配備要員より増強するなど、災害に応じた配備体制強化のあり方に課題があった。

（情報収集）

市町、関係機関及び各部からの情報を正確に把握するのに時間を要した。

（情報分析及び対策立案）

情報収集作業が事実確認にとどまり、情報分析から対策の立案・実行へと展開できなかった。

（人的支援）
市町への人的支援の実施に時間を要した。

（情報提供）
災害状況や災害対策本部の取組状況をスムーズに広報（情報提供）することができなかった。
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三重県新風水害対策行動計画〈仮称〉の構成案について（2/4)

2 平成26年8用豪雨の検証 ．．．．． 
( 1 ）平成26年台風第11号に伴う三重県内の豪雨

市町への調査や意見交換等を通じて検証。

（避難勧告・指示の発令基準の整備・再点検）
避難勧告・指示の発令基準が未整備、あるいは整備済の市町で、あっても、発令のタイミン

グや対象地区の設定など運用の面で課題が明らかになった。

（避難所の迅速な開設）
避難所開設を待ったので、避難勧告等の発令に時間を要した事例があった。

（大雨特別警報への対応）
特別警報発表時の避難勧告等の基準が整備されていないとしづ課題が明らかになった。

（避難情報の伝達）
適切な避難行動を促すため、避難情報を住民にどのように伝達するかで苦慮した事例が

あった。

（避難勧告・指示、土砂災害警戒情報、特別警報等への住民の理解）
避難勧告・指示の意味や土砂災害警戒情報、特別警報等の災害情報が住民に浸透して

いないとしち課題が明らかになった。

(2）平成26年8月の広島市内での豪雨による土砂災害

3 

発災直後の報道内容等から整理。（現在、市において検証作業を実施中）

－十分で、なかった行政による防災気象情報の活用

－行政の体制確保、初動対応の遅れ

－避難勧告・指示の発令にかかる判断の遅れ

－地域で起こりうる災害についての住民の認識不足

－風水害や防災気象情報についての住民の理解不足等

．． 
( 1 ）近年圏内で発生した豪雨災害の検証

紀伊半島大水害、平成26年8月豪雨を除いた過去の発生事例から検証。

・台風時に、田や畑を見に行くなど「能動的に危険に接近したJことによる人的被
害も多い。

・ハード整備は、これまでの風水害において一定の効果を発揮している。

(2）竜巻等の突風被害の検証

過去の発生事例から検証。

・竜巻注意情報が発表されたときには、既に切迫した状況であることが多い0

・直前対応がとられたかどうかが、人的被害の有無にも左右する。

(3）平成26年2月の大雪被害の検証

さまざまな支障が連鎖的に発生。

・道路交通等に関する支障や被害、孤立の発生、帰宅困難者の発生。 等

4 見えてきた課題 ‘・・・

発生から発災までのリードタイムの有無により、風水害は、 「発災までに時間的余裕のある風水害jと

「時間的余裕のない風水害Jに大別することができる。

この時間差に着目し、課題を整理。
さらに、この整理にあたっては、行政における対応面での課題と、住民の皆さんに求めていく必要があ

る課題に分けてまとめる。

( 1）発災まで、に時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題

～時間的余裕のある風水害（台風、雪）に対しては、発災までの時間（リードタイム）を
有効に活かしていく必要があるが、十分に活かしきれているのか！～

【行政側の課題】
・迅速な初動体制の確保
・関係機関による情報共有
－避難勧告・指示等の発令にかかる的確な判断
．災害情報の伝達

・風水害に備える基盤施設の整備

【住民側の課題】
・地域で起こりうる災害についての認識
．風水害や防災気象情報についての理解
．避難情報の理解と的確な避難の実施

・災害から地域を守る組織づくり、人づくり

(2）発災までに時間的余裕がなかった災害事例から見えてきた課題

～時間的余裕のない風水害（局地的大雨、竜巻）に対しては、 （時間的余裕のある風水害
以上に）その特徴を知り、日頃の備えを怠つてはならない！～

【行政側の課題】
・避難歓告・指示等の発令にかかる迅速な判断

【住民側の課題】
・地域で起こりうる災害についての認識 〈再掲〉

・風水害や防災気象情報についての理解 〈再掲〉
・避難情報の理解 （再掲）

－とっさに易を守る迅速な避難の実施
・災害から地域を守る組織づくり、人づくり （再掲〉
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(3/4) の構成案について三重県新風水害対策行動計画〈仮称〉

計画の基本的な考え方第3章

発災前から発災後までの対応を、それぞ、れのフェーズ‘に沿った対策として取り組むことが

できるよう、 「施策の柱jlこは、「災害予防・減災対策J、「発災前の直前対策及び発災後対
策」、「復旧・復興対策Jの3つの柱を据えた。
そして、総合的な風水害対策の計画とするため、 これらの柱のもとで、必要となる施策を、

21の「施策項目として分類

施策体系_3 
第3章では、計画の策定目的のほか、地震・津波対策だけでなく風水害対策に

おいてち、 「防災の日常化」をめざしていくことが重要であることを述べるとと
もに、それぞれの取組主体に期待される役割を整理する。

計画策定の目的ι「防災の日常化」

施策項目

1

2

3

4

5

6

7
 

施策の柱

．． 
( 1 ）目的

第2章でまとめた課題に的確に対応していくため、今後の風水害対策の方向性と道筋を
示すとともに、着実に対策を推進する。

(2)r防災の日常化j 災
害
予
防
・

減
災
対
策

地震・津波対策に引き続き、風水害対策においても、 「防災の日常化Jをめざす。
地震・津波対策は「いつか来るJ災害への対応。そこで、 「将来に向けた備えjとしての「防

災の日常化Jが大事。
一方、風水害対策は「し1つも来るJ災害への対応。そこで、文字どおり、 「日々の備えJとし

ての「防災の日常化jが重要。

発災に備えた直前対策の強化

災害対策本部の機能強化

災害情報の収集・伝達体制の強化

事E立の解消1こ向けた対策の推進

広域応援 ・受佳体制の整備

医療救護体制の充実

市町防災カの向上に向けた支援

災害時要援護者への支産（応急対策〉

男女共同参画の観点に立った
災害対応・支援体制の確保

帰宅支倭対策の強化

避難生活の支量生型の充実

u
E
E
E
E
B
E
E
F
U
R
 

発
災
前
の
直
前
苅
策

及
び
発
災
後
苅
策

そね乏れの取組主体に期待される役割 ． 
県民や事業者の皆さん、防災関係機関、市町、県など、それぞれの主体が自らの役割を担

い、力を結集し、連携・協力して「防災の日常化Jに向けた取組を進める。

2 

計画の基本事項立早4
 

伊東

ライフライン・生活環境の復旧対策の推進

ボランテイア活動支援体制の充実

被災者の生活再建支援

同
）
町
一匹

復
旧
・
復
興
対
策

第4章では、計画の位置づけ、 「三重県新地震・津波対策行動計画Jとの関係
について述べるとともに、施策体系により、対策の全体像を示すこととする。

県民の防災符勤の促進

防災人材の育成・活用

防災教育の推進

災害時要橿護者への支握（予防対策）

風水害に強いまちづくりの推進（水害・高潮対策）

風水害に強いまちづくりの推進（土砂災害対策〉

企業防災活動の促進

1計画の位置コ~）： ． 
「三重県地域防災計画（風水害等対策編）Jを推進するための行動計画。

基盤施設等の緊急整備、災害対応力強化に向けた体制整備など、「みえ県民力ビジョンJにお

ける「命を守る緊急減災プロジェクト」で進めてしも取組も含めた、総合的な風水害対策の計画。

許画期間4 三重県新地震ェ津波対策行動託画との関岡2 ．， 
3年間（平成27年度～平成29年度）

進行管理5 
防災啓発や防災教育の推進、災害時要援護者への支援、避難生活の支援体制の充実など

多くの対策は、風水害対策と地震・津波対策の両方を兼ね備えている。

そこで、共通する行動項目については、「三重県新地震・津波対策行動計画Jから抜粋・整
理、必要な修正等を行い、本計画の「第6章Jに掲載。 毎年の進捗状況を防災対策部でとりまとめ公表。
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三重県新風水害対策行動計画〈仮称〉の構成案について（4/4)

第5章課題解決に向けた重点的取組

第5章では、第2章でまとめた近年の災害事例から見えてきた課題の解決に
向け、計画期間中に特に注力すべき苅策を「重点的取組」とレて設定し、対策
の重要性を述べるとともに、脳要となる行動項目を「重点行動項目」とレて示
すこととする。

近年の風水害被害や対策上の課題などをふまえ、木県が取り組むべき対策を、 7つの「重点
的取組jとして設定するとともに、それらの「取組Jを進めていくうえで必要と考えられる行動項
目を、第6章から選択して、「重点行動項目Jとして選定。計画期間中、 これらの対策を特に強
力に進めていくこととする。

（重点的取組1) 

台風が近づいてくる直前の時間帯を有刻に活用するための苅
策を進める

（重点的取組2)

土砂災害から命を守るためのハードとソフトが一体となった
対策を進める

（重点的取組3)

洪水や高潮から命を守るためのハードとソフトが一体となっ
た対策を進める

（重点的取組4)

「1也域の組織力」を発揮できる防災人材を育成・活用するた
めの苅策を進める

（重点的取組5)

すべての県民が自分の住むまちで起こりうる風水害リスクを
知り、自ら判断し行動できるための対策を進める

（重点的取組6)

風水害対策の最前線で「公助」の役割を担う市町の災害対応
力を充実・強化するための苅策を進める

（重点的取組7)

風水害による孤立に備え、また孤立からの早期解消に向けた
苅策を進める

第6章行動計画

第6章では、計画期間内に具体的な対策を実行・展開していくだめの行動項
目を「災害予防・減災苅策」、 「発災前の直前対策及び発災後対策」、 「復
旧・復興対策」の時間軸に沿って示すこととする。

1 災害予防・減災対策

「県民の防災行動の促進」、 「風水害に強いまちづくりの推進（水害・高潮対策／土砂災害対
策）Jなど、平時からの備えに万全を期すことにより、災害からの予防効果、減災効果を発現させ
るため、事前に講ずべき対策を進める。

2一発災前の直前苅策及び発災後苅策 ．．． 
「発災に備えた直前対策の強化J、「災害対策本部の機能強化Jなど、発災前の直前期にお

ける備えを進めるとともに、災害発生直後の刻々と変化する状況に対して、的確かつ迅速な対
応を行うため、事前に講ずべき対策を進める。

． 
「ライアライン・生活環境の復旧対策の推進」、 「被災者の生活再建支援Jなど、被災後の生

活環境の回復や生活再建への支援など、災害から立ち直り、平穏な生活を取り戻すため、事
前に講ずべき対策を進める。

参考資料

三重県新風水害対策行動計画の策定の流 ．．．． 

2 

防災・減災についての、より深い理解や行動促進につなげていくため、県や市町等が作成し

発行している防災ガイドブック等について一覧化。

,3＿用語の説明 1・・・
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三重県新風水害対策行動計画 （仮称）よ第5章 課題解決！こ白けた重点的取組」 資料2

重点的E交番~_j_

台風が近づいてくる直前の時間帯を有効に活用すを
ための対策を進める

く〉「三重県版タイムライン（仮称〉」の策定
く〉災害時要援護者の保護にかかる検討の実施
く〉学校における児童生徒の安全確保にかかる横討の実施
。「三重県防災情報プラットフォーム」の構築
く〉海抜ゼロメートル地帯等における広域避難体制の検討

重点的取組2
土砂災害から命を守るためのハードとソフトが

一体となった対策を進める

く〉土砂災害危険箇所における土砂災害防止施設整備の推進
。土砂災害警戒区域等の指定に必要な基礎調査の推進
。市町が取り組む土砂災害ハザードマップの作成支援
く〉市町における避難勧告等にかかる基準の整備・再点検の促進
。治山対策の推進
く〉災害に強い森林づくりの推進

重点的取組3
洪水や高潮から命を守るためのハードとソフトが

一体となった対策を進める

〈〉洪水防止対策の准進〈淘川堆積土砂の撤去〉
く〉洪水防止対策の推進（沼川・ダムの整備〉
く〉沼川堤防における脆弱箇所対策等の推進
く〉海岸保全対策の推進（海岸堤防等の整備〉
く〉迅速な避難に資する情報提供の推進（沼川浸水想定区域図の作成、水位情報の提供〉
く〉市町が取り組む洪水ハザードマップの作成支援
。海抜ゼロメートル地帯等における広域避難体制の検討（再掲〉

重点的取組4
r地域の組織力j を発揮できる防災人材を育成ー

活用するための対策を進める

く〉「みえ防災・減災センター」による防災人材等リソースの活用
く〉地域防災力の中核を担う消防団の充実・強化
く〉自主防災組織の指導的役割を果たすことができる消防団員の賛成
く〉実践的な活動ができる自主防災組織リーダーづくり
く〉消防固と自主防災組織が連携して防災〈災害対応〉活動を行うための環境づくり
く〉「みえ防災人材パンク」を活用した人材の育成・活用

～重点的取組と重点行動項目～

重点的取組5
すべての県民が自分の住むまちで起こりうる風水害

リスクを知り、自ら判断し行動できるための対策を
進める

く〉風水害に関する防災雷発の推進
く〉「みえ防災・減災アーカイブ」の充実
く〉防災ノート等を活用した防災教育の推進
く〉 「防災みえ,jp」メール配信サービス等への加入促進
く〉 「緊急速報メール」の市町への導入促進
。 「災害情報共有システム 〈しアラート〉」の円滑な運用
O三重県避難所運曽マニュアル策定指針の活用促進

重点的取組6
嵐水害対策の最前線で『公助j の役割を担う市町の

災害対応力を充実・強化するための対策を進める

く〉市町職員に刻する実践的な研修カリキュラムの提供と実施
。市町における図上訓練の実施支援
く〉市町における避難勧告等にかかる基準の整備・再点検の促進 （再掲〉
く〉三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進 （再掲〉

重点的取組7
風水害による孤立に備え、また孤立からの早期解消

に向けた対策を進める

。孤立化を防止するための避難所等における整備促進
く〉停電、断水、道路途絶等に備えるための個人備蓄の促進
く〉地域における災害医療ネットワークの構築
く〉高速道路等のミッシンク、リンク 〈未開通区間〉の解消
く〉緊急輸送道路の整備
。道路啓開対策の推進

。総合防災訓練〈実動訓練〉の実施
。緊急輸送ヘリコプターの燃料確保

11 
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三重県新風水害対策行動計画（仮称） 「第6章行動計画」 1/2 資料3

1災害予防・減災対策

1県民の防災行動の促進

。風水害に関する防災啓発の推進
。停電、断水、道路途絶等に備えるための個人備蓄の促進
。『防災みえ.j:>Jメール配信サーピス等への加入促進
。市町が取り組む「誤水ハザードマップ』の作成支援
O市町が取り組む「内水ハザードマップJの作成支援
。市町が取り組む「土砂災害ハザードマップ』の作成支援
O防災シンポジウム・講演会の開催・参加促進
0出前トーク等による住民への周知啓発
Oマスメディアを活用した防災啓発
0外国人住民を対象とした防災啓発の実施
。総合防災酬傭｛実動割線）の実施
。三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進
Oみえの防災大賞の実施
0個人備蓄など災害時の緊急物資等における備蓄のあり方検討
0三重県総合博物館や三重県立図書館等と連携した防災啓発の実施
。fみえ防災・被災アーカイブ」の充実

2 防災人材の育成・活用

orみえ防災・減災センターjによる防災人材等リソースの活用
。市町職員に対する実践的な研修;b?Jキュラムの提供と実施
。地域防災カの中核を担う消防団の充実・強化
O消防職員にかかる教育訓練の充実
0消防団員にかかる教育訓練の充実
。自主防災組織の指導的役割を果たすことができる消防団員の養成
。実践的な活動ができる自主防災組織Pーダーづくり
。消防固と自主防災組織が連携して防災（災害対応｝活動を行うための環
境づくり

0女性防災人材の育成
0企業防災担当者の人材育成
0観光事業者・観光関係団体を対象とした防災面からの人材育成
0災害時における障がい者の障がい特性についての理解を促進させる研
修の実施

0民生委員・児童委員に対する研修の実施
。防災現場における男女共同参画の推進
Oみえの防災大賞の実施（再掲）
。『みえ防災人材パンク』を活用した人材の育成・活用

3 妨災教育の推進

。防災ノート等の活用による防災教育の推進

0学校防災リーダーを中心とした防災教育の推進
O防災に関する学校と地域との連携の推進
0「学校における防災の手引jの活用
。学校における児童生徒の安全確保にかかる検討の実施
。教職員研修の充実
0三重県総合博物館や三重県立図書館等と連携した防災啓発の実施
（再掲）

4 災害時要援護者への支援（予防対策）

0避難行動要支援者名簿に基づく個別計画の整備促進
。災害時要援護者の保護にかかる検討の実施
。地域防災カの中核を担う消防団の充実・強化（再掲）
O消防職員にかかる教育訓練の充実（再掲）
0消防団員にかかる教育訓練の充実（再掲）
。自主防災組織の指導的役割を果たすことができる消防団員の養成（再
掲）

。実践的な活動ができる自主防災組織リーダーづくり（再掲）
0災害時における障がし、者の障がし、特性についての理解を促進させる研
修の実施（再掲）

0民生委員・児童委員に対する研修の実施（再掲）
O外国人住民を対象とした防災啓発の実施（再掲）
0障がい者、高齢者等の災害時要援護者が参画した避難訓練の実施の

促進
0災害時要援護者支援用具等の利用促進及び新たな支援用具等の研

究・開発促進

5 風水害に強いまちづ、くりの推進（水害・高潮対策〉

。洪水防止対策の推進｛河川・ダムの整備｝
。棋水防止対策の推進（河川堆積土砂の撮去）
0洪水防止対策の推進（河川・ダム・海岸・港湾・漁港・砂防施設の点検）

O河川堤防における脆弱箇所対策等の推進
0水門・排水機場の正常な機能確保

0老朽化した土地改良施設の修繕・補修
O道路冠水対策の推進
。迅速な避躍に資する情報提供の推進（河川浸水想定区蟻園の作成、
水位情報の提供）

。市町が取り組む『棋水ハザードマップ』の作成支援（再掲）
O市町が取り組むf内水ノ＼ザードマップJの作成支援（再掲）

。海岸保全対策の推進（海岸堤防等の整備）

0漁港施設の風水害対策の推進
0避難場所となるオープンスペース（公園緑地等）の確保

6嵐水害に強いまちづくりの推進（土砂災害対策〉

。土砂災害危険箇所における土砂災害防止施世整備の推進
。土砂災害警戒区場等の指定に必要な基礎調査の推進
0土砂災害警戒避難体制づくりへの支援強化
。市町が取り組む「土砂災害ハザードマップ』の作成支援（再掲）
O宅地災害予防対策の促進
。治山対策の推進
。災容に強い森林づくりの推進
0農業用ため池等における土砂災害対策の推進
0農業用ため池決壊等にかかるハザードマップの作成
0大規模土砂災害等災害リスクを都市許画改定基本方針へ反映
O避難場所となるオープンスペース（公園緑地等）の確保（再掲）

7企業防災活動の推進

Oみえ企業等防災ネットワークを通じた企業防災力の向上

O企業防災担当者の人材育成（再掲）
0事業所等における業務継続計画（BCP）策定の促進
O主要観光地の防災対策にかかる課題検討の場づくり
0観光事業者・観光関係団体を対象とした防災面からの人材育成（再掲）
O従業員の消防団、自主防災組織等への参加促進
0企業向け防災対策融資制度の周知

i背字I立、 『第5寧飯店解決に向けた室。転的取組jにおいて、 ； 
；；重点行動項目に位置づけた行動項目 : 

2発災前の直前苅策
及び発災後対策

8 発災に構えた事前対策の強化

。 f三重県版タイムライン（仮称）』の策定
。災害時要援護者の保護にかかる検討の実施（再掲）
。学校における児童生徒の安全確保にかかる検討の実施（再掲）

O災害対策本部における初動期の機能・体制の確保・強化
。『三重県防災情報プラットフォームjの構築

0水防体制の充実・強化及び水防資材の補給
O図上司｜｜練の実施

。市町における避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成（活用）の促進
。海抜ゼロメートル地帯等における広域避難体制の検討
0大規模移送にかかるパス事業者との連携

9災害対策本部の機能強化

0災害対策本部における初動期の機能・体制の確保・強化（再掲）

O水防体制の充実・強化及び水防資材の補給（再掲）
。『三重県版タイムライン（仮称）Jの策定（再掲）

。「三重県防災情報プラットフォームJの構築（再掲）
O三重県業務継続計画（BCP）の策定
。総合防災嗣練（実動嗣錬）の実施（再掲）
O図上訓練の実施（再掲）

0防災関係機関との連携強化
O初動警察体制の強化
0災害警備訓練の実施
0防災関係機関の相互連携
0災害発生時における非常通信の確保
0災害対策本部機能継続のためのライアラインや燃料の確保

O職員の情報伝達訓練の実施
0職員の防災研修の実施
0非常時に備えた通信統制訓練の実施
0防災関係機関による通信機器の操作習熟度の向上

O防災行政無線を操作する無線従事者の養成
0水防技術講習会を通じた災害対策用機械の操作技術の習得
。交番・駐在所の防災機能の強化
0災害時の出納業務の対応能力の向上

10災害情報の収集・伝達体制の強牝

。 『三重県防災情報プラットフォーム』の構築（再掲）

O災害時における映像情報を活用した情報の共有化
0ヘリコプターテレビシステムを活用した画像情報の収集・伝達
O消防救急無線設備のデ‘ジタノレ化への移行促進
0災害時における迅速な被災状況の把握
0被災宅地危険度判定士の養成
。 「Lアラート（公共情報コモンズ）』の円滑な運用
。『防災みえ.jpJメール配信サービス等への加入促進（再掲）
or緊急速報メール』の市町への導入促進
OSNS（ソーシヤルネットワークサービス）を活用した情報提供のあり方検討
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三重県新風水害対策行動計画（仮称） 「第6章行動計画J 212 

11孤立の解消に向けた対策の推進

。停電、断水、道路途絶等に備えるための個人備蓄の促進（再掲）

0個人備蓄など災害時の緊急物資等における備蓄のあり方検討（再掲）

。孤立化を防止するための避難所等における整備促進

。緊急輸送道路の整備
0雨量規制区間の代替ルートの確保

。高速道路等のミッシングリンク｛未開通区間｝の解消
O道路防災対策の推進

。総合防災割鯨（実動訓練｝の実施（再掲）

。緊急輸送ヘリコプターの燃料確保
。道路啓開対策の推進

0被災した公共土木施設に対する応急復旧体制の強化

12広域応援 ・受援体制の整積

0災害時の支援等に関する協定の拡充

。海抜ゼロメートJレ地帯等におりる広域避難体制の検討（再掲）

O広域防災拠点の整備・機能強化

O防災関係機関との連携強化（再掲）

O警察災害派遣隊の運用

0消防における広域応援体制の充実強化
0 災害時のボ、ランティア受入体制の整備

0災害時のボ．ランティア活動に関する連携強化

13医療救護体制の充実

0災害拠点病院等での非常用発電機能の確保

0災害拠点病院等での医薬品の備蓄、供給体制の検討

O災害拠点病院の訓練実施・参加促進

O災害拠点病院の被災を予測した補完機能の確保

O救急告示医療機関のEMIS参加促進

OEMISを用いた災害医療情報の園、県、関係団体閣の共有

O災害時の医療を迅速かっ円滑に提供できる体制の整備

0地域における災害時の医療に関するコーディネート機能の確保

。地域における災害医療ネットワークの構築

O避難所や救護所における医療ニーズの収集方法の検討（体制、ノレーノレ

作り）

0避難所での衛生管理体制の確保

O遺体を取り扱う体制の整備

14 市町防災カの向上に向けた支援

0市町が主体的に取り組む防災・減災対策への支援の実施

0 「みえ防災・減災センターJによる防災人材等リソースの活用（再掲）
0市町職員に対する実践的な研修カリキュラムの提供と実施（再掲）

0市町における図上嗣練の実施支援

。市町における避建勧告等の判断・伝達マニュアルの作成（活用）の促進
（再掲）

。市町が取り組む「洪水ハザードマップJの作成支援（再掲）
O市町が取り組む「内水ハザード、マップ」の作成支援（再掲）

O土砂災害警戒避難体制づくりへの支援強化（再掲）

。市町が取り組む「土砂災害ハザードマップ』の作成支援（再掲）

O防災担当職員の防災情報システム操作能力向上

0防災行政無線を操作する無線従事者の養成（再掲）

O常備消防の充実・強化

O消防職員にかかる教育訓練の充実（再掲）

。地槙防災カの中核を担う消防団の充実・強化（再掲）
O消防団の活動支援

0消防団員にかかる教育訓練の充実（再掲）

。自主防災組織の指導的役割を果たすことができる消防団員の養成（再掲）

。実践的な活動ができる自主防災組織リーダーづくり（再掲）

。消防固と自主防災組織が連携して防災（災害対応）活動を行うための環境
づくり（再掲）

。「みえ防災人材パンク」を活用した人材の育成・活用（再掲）

15災害時要援護者への支援（応急対策）

。三重県避舞所運営マニュアル策定指針の活用促進（再掲）

O福祉避難所の指定等の促進

0介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設）の相互支援協

定の締結促進

0「避難所情報伝達キットー絵表示・多言語一つ・た・わ・るキット」の活用促進

O「みえ災害時多言語支援センターJを通じた支援の実施
0三重県災害時保健師活動マニュアノレの活用促進

0災害時ところのケア活動マニュアルの活用促進

0男女共同参画の視点、を持った相談対応への支援

16男女共同参画の視点！こ立った

災害対応・支援体制の確保

0女性防災人材の育成（再掲）

0防災現場における男女共同参画の推進（再掲）

。三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進（再掲）

O男女共同参画の視点、を持った相談対応への支援（再掲）

0防災分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

17帰宅支援対策の強化

0災害時帰宅支援ステーションの協定締結の推進

0 災害時帰宅支援ステーションの周知

0主要観光地の防災対策にかかる課題検討の場づくり（再掲）

O大規模移送にかかるパス事業者との連携（再掲）

18避難生活の支援体制の充実

。三重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進（再掲）

O福祉避難所の指定等の促進（再掲）

0介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設）の相互支援

協定の締結促進（再掲）

0三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドラインの活用促進

O給食施設災害時体制づくりの推進
0 「避難所情報伝達キットー絵表示・多言語一つ・た・わ・るキットjの活用促

進（再掲）
O避難所や救護所における医療ニーズの収集方法の検討（体制、ノレーノレ

作り） （再掲）

0避難所での衛生管理体制の確保（再掲）

O応急的な住宅の確保（応急仮設住宅）

O応急的な住宅の確保（一時提供住宅）

orみえ災害時多言語支援センターJを通じた支援の実施（再掲）

O男女共同参画の視点を持った相談対応への支援（再掲）

0災害時支援活動団体への支援

0 「ベットの防災対策ガイドラインJの策定・普及

；膏字！'i，「第5章 閥解決に向けた室長的醐 jにおいて、i
i重点行動項目に位置づけた行動項目 i 

3復旧：・復興苅策

19ライフライン ・生活環境の復旧対策の推進

0市町水道事業者の応急給水体制の情報共有

O水道における危機管理体制の強化

0ライアライン関係機関との災害復旧シナジオの共有

O災害廃棄物処理計画の策定

20ボランティア活動支援体制の充実

0災害時のボランティア受入体制の整備（再掲）

0災害時のボランティア活動に関する連携強化（再掲）

O災害時支援活動団体への支援（再掲）

21被災者の生活再建支援

O三重県災害時保健師活動マニュアルの活用促進（再掲）

0三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドラインの活用促進（再掲）
0 災害時こころのケア活動マニュアルの活用促進（再掲）

0企業向け防災対策融資制度の周知（再掲）
0農業版BCPの策定

0農林水産業者への共済制度等の周知

O被災農林水産業者の経営再建資金制度の周知
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2 県北部海抜ゼロメートル地帯対策について

1 .経緯

( 1）県北部海抜ゼロメートル地帯の課題

県北部の海抜ゼロメートノレ地帯に位置する桑名市、木曽抑町では、大規

模地震の強震動による液状化現象が起きやすく、堤防の沈降による浸水の

発生や道路被害等によって地震発生後の避難行動が取りにくい上、長期間

にわたり浸水が継続するという特殊事情を抱えています。

三重県が実施した南海トラフ地震に係る被害想定調査では、県北部の桑

名市と木曽岬町のゼロメートル地帯においては、地震直後から広範囲に及

ぶ浸水が始まり、その後到達する4mを超える津波により、両市町で最大

1, 700人が津波からの逃げ遅れで死亡するという想定結果となっています。

また、昭和34年9月に紀伊半島に上陸した猛烈で超大型の伊勢湾台風によ

り、大雨と高潮による堤防決壊で広範囲にわたる浸水被害が発生し、この

地域だけで800人を超える方が亡くなりました。

その後、河川・海岸堤防の整備が進みましたが、近年の地球温暖化の影

響等により、これまで経験したことのない暴風や高潮を伴う台風が日本近

海でも発生しており、この地域に伊勢湾台風を超える規模の台風が襲来す

ると、再び甚大な被害が発生することが懸念されます。

(2）南海トラフ地震対策特措法による特別強化地域の指定

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」 （以

下、 「南海トラフ地震対策特措法」という。）が平成25年12月27日付けで

施行され、これに基づく「津波避難対策特別強化地域」 （以下、 「特別強

化地域Jという。）の指定が平成26年3月28!3付けで行われました。

特別強化地域に指定された市町では、津波避難対策緊急事業計画を作成

すると、同計画に基づく津波避難施設や津波からの避難路の整備に要する

経費に対し、国の負担又は補助の割合の特例を受けられます。

しかし、本県の桑名市及び木曽岬町はこの指定から外れたため、この特

例を受けることができない状況になりました。

(3）県北部海抜ゼ口メートル地帯対策協議会の設置

県北部海抜ゼロメートル地帯では、甚大な被害が想定される風水害や南

海トラフ地震に対し、地域特有の特殊事情を踏まえた防災・減災対策を講

じることが喫緊の課題となっていますが、特別強化地域の指定から外れた

ため、南海トラフ地震対策特措法による国の財政支援を受けることができ

ず、津波避難対策の推進に支障が生じることが懸念されています。



このため、平成26年4月に県と桑名市、木曽岬町により「県北部海抜ゼロ

メートノレ地帯対策協議会」を立ち上げ、この地域の特殊事情を踏まえた防

災・減災対策についての検討を行うこととしました。

2. 協議会による検討の経緯

平成26年4月30日（水）に、第l回県北部海抜ゼロメートル地帯対策協議

会を開催し、協議会の設置や海抜ゼ、ロメートノレ地帯の現状、検討方針、今

後の進め方等について協議を行いました。

また、協議会の下部組織として検討会議を設置し、平成26年6月3日（水）

に第1回検討会議を開催したのな皮切りに、 7回にわたる議論を踏まえ、

11月7日（金）に第2回協議会合開催し、海抜ゼロメートル地帯対策につい

て一定の整理を行い、取り組む対策をとりまとめました。

0協議会・検討会議の開催状況

－第l回協議会 平成26年4月30日（水）

・第2回協議会 平成26年11月7日（金）

－検討会議 平成26年6月3日（水）～10月15日（水）計7回

3. 課題の整理

検討会議では、各市町それぞれが抱える課題を示し、その解決のために

市町が実施を希望する対策の抽出を行いました。

次に、既存の制度等を活用して対応できるものを仕分けるなどの整理念

行い、協議会で検討する項目の絞り込みを行いました。

【抽出された主な課題］

－市町の具体的な避難計画が必要

．多数の避難者が発生

．広域避難時の課題が不明確

－津波避難ビ、ルとの通信体制が必要

・河川、海岸堤防の耐震化が未完成

・避難路、緊急輸送路の確保が不十分

・浸水時の排水能力が不足 等

4. 県北部海抜ゼロメートル地帯に関連した広域避難の取組

( 1）桑員地区広域避難訓練の実施（資料 1) 

平成26年9月21日（日）に、災害発生に備え、桑員地域の連携を強化す

るため、 2市2町（桑名市、いなベ市、木曽岬町、東員町）で締結している

「危機発生時の相互応援に関する協定」に基づく広域避難に関する訓練を

実施しました。

l 



訓練では、超大型台風を想定し、台風の接近時における木曽岬町からの

広域避難、現地調整所（アイリスパーク）での避難者の受付、避難所の調

整といった訓練、台風通過後のヘリコプターによる救助及び物資搬送訓練

を行いました。

(2）大規模輸送にかかるパス事業者との協定の締結（資料2)

海抜ゼロメートノレ地帯における避難については広域かっ大規模となる

ことから、住民の避難行動を支援する方策として、パスを移送手段とした

避難が実施できる体制を整備することも必要です。

このため、木曽岬町が既に締結していた三重交通株式会社桑名営業所と

の協定に加え、三重県としても平成26年10月28日に公益社団法人三重県パ

ス協会と「災害時における緊急・救援輸送に関する協定」を締結しました。

5.海抜ゼロメートル地帯対策として取り組む対策項目（資料3)

協議会および検討会議における検討の結果、対策項目について、 「国への

政策提言項目、 「県が実施する項目、 「市町が実施する項目」及び「今

後、対応を検討するものJとして整理を行いました。

対策項目としては、河川・海岸堤防の整備等によるハード対策の他、市町

における津波等の避難計箇策定や、避難に必要な施設や設備の整備に対する

財政支援、市町や県境を越えた広域避難体制の構築などのソフト対策が必要

とされました。

特に、効率的に多数の避難者を避難させるための広域避難施設の不足や、

広域避難訓練における避難者移送のためのパスの借上げ等の経費負担が大

きいなどの課題があげられたため、これらに対する支援を国に求めていくこ

ととしました。

0海抜ゼロメートル地帯で取り組む対策項目

［国への政策提言等を行うもの］

－多数の避難者を効率的に避難させるための広域避難施設整備にかかる支援

．広域避難体制を検証するための広域避難訓練にかかる経費等の支援

－国が管理する木曽川・揖斐川堤防の耐震対策の促進

－国道1号線を避難路として活用するための東部拡幅事業の整備促進

｛県が実施するもの］

－県補助金を活用した津波避難施設整備等に対する財政支援

．県補助金を活用した避難者移送方法の確保支援

－県補助金を活用した津波避難ピ、／レ等との通信体制確保支援

．県が管理する城南地区・長島地区の海岸堤防整備



・避難困難地域や避難困難者数を明らかにするための市町避難計画の作成支

援

［市町が実施するもの］

・避難困難地域や避難困難者数を明らかにするための市町避難計画の作成

・整備が必要な避難路や一次避難施設等を明らかにするための市町津波避難

施設等整備計画の作成

・一次避難場所に取り残された避難者の移送方法の確保対策の検討

．津波避難ピル等との通信体制確保対策の検討

6. 今後の方向性

第 2回協議会でとりまとめた海抜ゼ、ロメートル地帯対策として取り組む

対策に基づき、 11月に国への政策提言活動を実施しました。現在は、県地域

減災力強化推進補助金の制度見直しを進めているところです。

広域避難については、各市町が策定する予定の「市町避難計画」の中で明

らかにする広域避難が必要な地域や避難者数、また、今年度実施した桑員地

区広域訓練の検証結果も踏まえ、広域避難が発生した場合のルールづくりを

具体的に検討していくこととします。

また、県境を超える避難で調整が必要な部分については、三重県、愛知県、

岐阜県、名古屋市で構成する「東海三県一市・木曽三川下流域等における防

災対策連絡会議j において検討を進めており、避難の手順等について、各県

市での議論と整合を図りながら、検討を進めていくこととします。



tv 

平成26年度柔員地域広域避難訓練の概要也竺
・実施日時・平成26年9月21日（日）9:00～12:00 

－主 催・桑名市、いなベ市、木曽岬町、東員町、三重県
－協力機関：陸上自衛隊第33普通科連隊、第10飛行隊、岐阜県危機管理部防災課防災航空隊、三重県警桑名警察署、 桑名市消防本部

【フェーズ2】台風通過後（航空機を活用した救助及び物資搬送訓練）
・逃げ遅れた観光客の救助搬送訓練（ナガシマリゾート→多度アイリスJfーク）

．支援物資搬送訓練（伊賀広域防災拠点今多度アイリスパーク）

広域避難
（木曽岬町）

－危機発生時の相互応援に
関する協定（2市2町）

－パス搬送の協力に関する
協定（木曽岬町）



｜資料2 ｜ 

災害時における緊急・救援輸送に関する協定について

1 協定の概要

三重県と公益社団法人三重県パス協会とは、災害時における被災者や帰宅困難者の避難、復

旧・復興活動に携わる対策要員ならびにボランティアの輸送等を迅速かつ確実に実施し、防災

活動に資するため、平成26年 10月28日に災害時応援協定を締結しました。

なお、本協定の締結は、本年3月に策定した「三重県新地震・津波対策行動計画」の行動項目

の一つであり、選択・集中テーマである「避難をあきらめないための対策」や「命が危ぶまれ

る観光客への対策Jを進めるための重点行動項目としても位置づけている「大規模輸送にかか

るパス事業者との協定の締結Jにあたります。

2 協定内容

( 1 ）被災者（観光客等帰宅困難者を含む。）の輸送業務

(2）災害応急対策に必要な要員、資機材等の輸送業務

(3）ボランティアの輸送業務

(4）臨時避難所および一時待避場所としての支援業務

(5）その他パスによる支援業務

3 公益社団法人三重県パス協会の概要

( 1）概要

平成24年 3月21日、三重県より公益社団法人への移行認、定を得て、地域交通及び地域間

交通における輸送サービスの改善と充実を図り、 地域社会の健全な発展に寄与し、かつ、パ

ス事業の適正な運営及び健全な発展の促進に努め、 もって公共の福祉の増進に資することを

目的に平成24年4月 l日に 「公益社団法人三重県パス協会」として設立した団体。

会長は三重交通株式会社の雲井敬社長が、 副会長は三岐鉄道株式会社の日比義三社長が就

任されている。

(2）組織

一般乗合旅客自動車運送事業者（5社）、 一般貸切旅客自動車運送事業者（26社）で組織

されている。

（参考）協定締結式の様子
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弓回海抜ゼロメートル地帯対策として取り組む対策項目
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広域避難施設整備
にかかる支援

海抜ゼロメートJレ地帯の住民を長期間収容するための広域避難施
設が不足している

① 

広域避難訓練経費の支援広域避難訓練にあたり、パス借上げやへリ出動等による経費の負
担が大きい

地震副津波
台風幽高潮ソフト

② 

河JII堤紡の耐震対策の促
進

③ 

木曽川、揖斐川の堤防の耐震対策が完成していない地震・津波

④ 
ハド

国道の整備促進国道1号線の渋滞により、避難路等に活用できない
地震・津波
台風・高潮

⑤ 

：コバL ，： 三 日1 ＇ルト；にふ人＼

市町津波避難計画の作成フ同一手企ートの提供や参考例のj紹介：などにより、市町の
支駒市？川：：ぶ：＞＜＇民：； L ¥> >. 正T：：コドヘ ：： ＼戸川. ・.…… 戸工 …）：  …. • ：…い

い ; .… •• •：.：• …山川ぃ…九九勺、…；二二 三

市町で必要となふ津波避難施設や避難路の整備に対し、京地域減災力強化推進補
助金l二よる玄援を検討する＇0(¥i三日記＞＜ ; .・.・三三月山

、市町が実施を求める県の対策の概～要二）日、了、実施項目

県が実施する項目2 

課題の概要、）番号｜ハ＇－＇！＂〆ソフト

市町避難計画の作成支援避難函難者数等が明確でないため、避難施設整備計画や広域避
難計薗等が作成できない

地震・津波
台嵐・高潮

①
 

津波避難施設整備等
に対する財政支援

浸水地域が広大で、津波からの避難施設・避難路が確保できてい
ない

② 

浸水して孤立した一次避難場所からの避難者の移送方法が確立し｜避難者移送方法の確保支
ていない ｜ 援

地震・津波

ソフト

津波避難ビル等との
通信体制確保支援

海岸堤防の整備

浸水して孤立することが予想される津波避難ピル等との通信手段
が整備されていない

海岸堤防の耐震対策 E高潮対策が完成していない地震・津波ハド⑤ 

③ 

④ 

取組方針／.

平氏26失度末までに各市町で市町避難計間的；ぶ1
平成26年度末までに各市町で市町避難計簡を作成す空もめl:k，、必要に応じ県の地
域減災力強化推進補助金の見直しに必要な概要を果h示す。

平臨時献会合え各市町で涯教会務説楠！ーする切とCJ：会委I.＝応じ県の地
域減災力強化推進補助金の見直しに必要な概要を濠に宗f：.字三： 三：＇ ..... : 

：一一…：..：川.～…：：ワパヘえ…川＼子＼ jー
ソ乙 ム ・ ....うた～ い：ぷ；小川ふ口 九日三口；.. •:• .. J化一川ハ二 ：；.. • :• 

平成均年度末までに各市町で津波避難Jほのi重信手段差明電動＝するものといが
妥に応じ県の地域減災力強化議選補助金め見直じにig，~害訴概要を県に示To

市町が実施する項目3 

市町が実施する対策の概要ふ実施項目課題の概要対象番号｜ハード／ソフト

市町避難計留の作成
避難閤難者数等が明確でないため、避難施設整備計習や広域避
難計画等が作成できない

地震・津波
台風・高潮

① 

市町津波避難施設等
整備計画の作成

津波からの避難に必要な避難路や一次避難場所等の整備がどの
程度必要かが、把握できていない② 

ソフト

避難者移送方法の確保
浸水して孤立した一次避難場所からの避難者の移送方法が確立し
ていない

地震 E津波③ 

津波避難ピル等との
通信体制確保

浸水して孤立することが予想される，章波避難ピル等との通信手段
が整備されていない

④ 



4 今後、対応を検討するもの

番号lパードイソフトl 課題め概要～

広域避難訓練の実施

① 
地震司津波！避難国難者を市町外に避難させる際の移送手段や受入先等が明｜広域避難マニュアルの作
台風a高潮 jらかになっていない ｜ 成

② 台風・高潮｜現在の海岸堤防で防ぎきれない高潮等が発生した場合、広範囲で｜早期避難実施の手順検討
浸水する

ソフト

③ 
市町外で避難困難者を受け入れるための広域避難施設に必要な｜広域避難施設整備計画の
規模や機能、整備が必要な施設数等が明らかになっていない ｜ 作成

地震・津波
台風・高潮

④ 広域避難を実施する際の課題等が明確になっていない

⑤ 地震・津波｜鍋田川堤防の耐震化が一部実施されていない
県管理河川堤防の整備促

進

⑥ 田道1号線の渋滞により、避難路等に活用できない 国道の整備促進

⑦ 苦言：言語｜海抜ゼロメートル地帯における排水能力が不足している 排水ポンプ車両の配備

⑧ 
既存の排水機場の能力では、津波や高織による浸水持に排水能
力が不足する

排水能力の増強

ハード

⑨ 地震・津波｜液状化や渋滞の発生により緊急輸送路の確保が閤難になる 緊急輸送路の確保

⑩ 台風，高潮｜渋滞発生等により、地域外への避難が困難である 避難路の確保

⑪
 地震z津波！既存の排水機場の能力では、津波や高潮による浸水時に排水能

台風園高瀬｜力が不足する
排水能力の増強

⑫ 

どf
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